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令 和  2年 度

財 務 報 告 書

社会福祉法人 愛泉会



監査報告書

社会福祉法人 愛泉会

理事長 中野 紀夫 殿
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監事

監事 1′

/霧ヽ
嚢ソ

私たち監事は、令和 2年 4月 1日 か ら令和 3年 3月 31日 までの令和 2年度の

理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次の

通 り報告いた します。

1監査の方法及びその内容

各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図 り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席 し、理事及び職員等か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応 じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧 し、業務及び財産の状況を調査 しました。以上の方法により、

当該会計年度に係 る事業報告及びその附属明細書について検討いた しま した。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該会計年度に係る

計算関係書類 (計算書類及びその附属明細書)及び財産 目録について検討 しま

した。

2監 査の結果

(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

(2)計算関係書類及び財産目録の監査結果

計算関係書類及び財産目録については、法人の財産、収支及び純資産の増

減の状況を全ての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

以   上

1



別 紙 4
L左笙上全働宣基笙』浜全

盟産旦.録

令和 3年 3月 31日 現在

貸借 対照表科 日 場所・物 量等 取得年度 使用 目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借 対照表価額

1

現金 預金

現金

普通預 金

手許ri高 運転資金 として 196,9

6 87
′
l 8

事業未収金 分介護報酬等

分職員給食費等

77,815,931

未収金 382,

10

流動資産合計

(1

t  地

建   物

相槙原 市中央区田名字八
「

8512番地 〕

相模原 市中央区田名字八 〕

8510番地 1

相模原市中央区田名字八丁

8511番地 l

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

84,781,62(

45,972,00(

80_139 80f

小 計

相模原 市中央区田名字八丁

8512番 地 1

相模原市中央区田名字人丁

3511番 地 1

1984年 度

2019年度

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

第 l種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

541.834,49`

569.223.03(

403,333,604

46.828 951

138,500,89〔

522 394_08f

660 894_98r

871、 788.408

(2)そ の他の固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備 品

権利

ソフトウェア

退職給付引 当資産

施設設備等積立資産

差入保 証金

長期前払費用

倉庫 他6件

植栽 1:事  他 15件

ガス回転 釜 他6件

ハイエー ス 他15件

特殊浴槽 他390件

公共 ド水道事業受益者分担金

介護報酬改定 ソフ ト 他 13件

神奈川県福利協会退職共済掛金累

計額

定期 預金  ・三菱tiFJ銀行・ 厚木支

店他

事務所敷金等

介護保険 システム

1991年 度 第 1種社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

利用者送迎用

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用している

第 1種 社会福祉事業である、特別

養護老人ホーム等に使用 している

職員の退職に備えて積み立

てている

将来の施設等の更新費用に充てる

ために積み立てている預金

相模原市か らの委託事業である地

域包括支援センター運営のために

賃借 した建物 の敷金 等

クラ ウ ド億 用料

4,332.59(

53,901,77(

3,978,18〔

26,335,961

115,709,86Z

9,266,311

3,862,72[

16,771,512

994,542

20,133,901

74.356,417

6,861,973

469,865

37,130,264

2,983,641

6,202,06C

41,353,147

299,210

2,404,344

28,497,200

250,642,951

145,000

777.336

その他の固定資産合計 370.905 32C

固定資産合計 1,242,693,721

資 産 合計 1,421,635,20ε

Ⅱ 負債の部

1流 動負債

事業未払金

1年以内返済予定設備資金借入金

未払費用

富与引当金

給食食材 費他

独 立行政法人福祉医療機構

3月 分社会保険料他

賞 与引当金

4,772, 133

932,00C

3,060,737

19.252.975

流 動 負債 合計 28,017.84[

2問 壼色僣

設備資金借 入金

晨職給付弓1当 令

独 立行政 法 人福祉 医療機構

猥職 給付 引 当金

229,068,00C

28.497.20C

257.565.20C

285.583.04[

差引純資産 1,136,052,16C

04
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令 和  2年 度

法 人 単 位 計 算 書 類

社会福祉法人 愛泉会

3



第一号第一様式 (第十七条第四項関係 )

法人単位資金収支計算書
(自 )令和 2年 4月 1日  (至)令和 3年 3月 31日

1頁

(単位 :円 )
法人名 社会福祉法人 愛泉会

勘 定 科 目 予 算 (A) 決 算 (B) 差 異 (A)― (B) 備   考

事業活動 に よる収 支

護保険事業収入

入金利息補助金収入

常経費寄附金収入

取利息配当金収入

の の

l

件費支出

費支出

費支出

用者負担軽減額

払利息支出
の他の

資金収支

558,538,000

0

245,000

23,000

4,466,000

553,987,877

0

245,000

23,104

4,944,485

△

△

4.550,12[

(

(

104

478,48〔

563,272,00C 559,200,46C 4,071,534

383,963,00C

73,544,00(

33,180,00(

C

1,725,00C

4,722,00C

385,253,326

74,739,559

31,752,998

C

1,725,00C

4,483,45C

△

△

1,290,32[

1,195,55(

1,427,001

(

(

238,55(

497.134,00C 497,954,327 △ 820,327

66.138,00( 61,246,13C 4,891,861

補助金収入

によ

備資金借入金収入

定資産売却収入

の他の

資金借入金元金償還支出

定資産取得支出

定資産除却・廃棄支出
ファイナンス・ リース債務の返済支出

2,428,00C

C

39,00C

C

2,469,69C

C

39,20C

C

△

△

41,696

0

200

0

2,467,00C 2,508,89C △ 41,896

C

00C

C

C

C

5, l 48

C

94(

C

C

C

639,

0

946

0

0

0

△ 49 1,

5.148.00C 5.639.94( △ 491,946

△      2.681.00C △      3.131.05C 450.050

その仙 の活動 による収支

立資産取崩収入

に よ

の

立資産支出
θ) に よ

の (8)

そ

244,00C

C

802,26C

C

△ 558,260

0

244.00C 802,26C △ 558,26(

15,020,00(

C

14,974,50C

C

45,50(

(

15,020,00C 14,974,50C 45,50(

△     14,776,00C △     14,172,24C △ 603,76(

予備費支出 (10)

当期資金収支差額合計 01=3+6+9-10) 48.681.00C 43.942.849 4.738_151

前期末支払資金残高 (12) 126.388.4261 126.388.4261 ol

当期末支払資金残高 (11+12) t7s,069,4261 170,331,2751 4, 738, 1511

4



第二号第一様式 (第二十三条第四項関係 )

法人単位事業活動計算書
(自 )令和 2年 4月 1日  (至)令和 3年 3月 31日

法 人 法 人

1頁

(単位 :円 )

勘 定 科 目 当年度決算 (A) 前年度決算 (B) 増 減 (A)― (B)

サー ビス活動増減の部

1又  ネ∫

介護保険事業収益

経常経費寄附金収益

その他の収益

553,987,877

245,00G

G

492,222,735

1,034,000

0

△

61,765,142

789,00(

C

サー ビス活動収 554,232.877 493.256.735 60,976,142

人件費

事業費

事務費

利用者負担軽減額

減価償却費

国庫補助金等特別積立金取崩額

徴収不能額

徴収不能引当金繰入

390,844,620

74,739,559

32,247,028

0

51,460,58C

16,554,75C

0

△

362,503,781

83,487,160

37,402,238

0

53,442,175

20,677,232

0

0

△

△

△

△

28,340,83g

8,747,601

5,155,21C

C

l,981,59[

4,122,47C

C

サー ビス活動費用計 (2) 532,737,031 516.158,12乏 16,578,909

3=1-2) 21.495.84C △ 22.901.381 44,397,233

1又  益

借入金利息補助金収益

受取利息配当金収益

その他のサービス活動外収益

0

23,104

4,944,485

(

25,05(

4,533,384

△

0

1,952

411,101

― ビス 4,967.589 4,558.44( 409.14(

費  用

支払利息

その仙のサー ビス活動外費用

1,725,00C

4、 766.75C

1,515,87[

4.494.13脅

209,121

272,61(

サー ビス活動外着用計 (5) 6.491.75C 6.010.007 481,74〔

サービス活動外増減差額 (6=4-5) △ 1.524.161 △ 1.451.567 △ 72.59Z

経 常増 滅 羊 箱 (7=3+6) 19.971.685 △ 24.352.95ζ 44.324.63〔

特別増減の部

収  益

咆設整備等補助金収益

固定資産売却益

その仙の特別収益

2,469,69C

39,199

0

(

12,19≦

(

2,469,69(

27,00(

(

特別収益計 (8) 2.508.89E 12.19〔 2.496.69(

を  用

固定資産売却損・処分損

国庫補助金等特別積立金取崩額 (除却等 )

国庫補助金等特別積立金積立額

その他の特別損失

49

0

2,469,69C

0

90 3, 50(

1

(

(

△

△ 903,451

1

2,469,696

0

特別費用計 (9) 2.469.745 903.499 1.566.246

特別増減差額 (10=8-9) 39.150 △ 891.300 930.450

当」 20.010.83[ △ 25.244.254 45.255.089

僕繊活動増減差額 の部

前期繰繊活動増減差額 (12) 512_642_254 500_667_753 ll.974_501

当期夫繰減活動増減 差額 (13=11+12) 532.653.089 475,423.499 57_,,9_390

基本 合 II立 崩箱 (14)

その他の積立金取崩額 (15) 47.218.755 △ 47.218.755

その他の積立金積立額 (16) 10.000.00C 10.000.000

次期繰絨活動増減差額 (17=13+14+15-16) 522,653,089 512.642.254 10.010.835

5



法人名 人 愛泉会

法人単位貸借対照表
令和 3年 3月 31日 現在

第二号第一様式 (第二十七条第四項関係 )

(単位 :円 )

資 産 の 部 負 債 の 部

当 年 度 末 前 年 度 末 増   減 当 年 度 末 前 年 度 末 増  減

178,941,480 137,676,746 41,264,734 流動負債 28,017,845 28,344,905流動資産 327,060△

事業未払金

その他の未払金

孝重麟禽婚各季[
リー ス債務

未払費用

預り金

職員預り金

前受金

前受収益

仮受金

賞与引当金

その他の流動負債

4,772,133

0

932,000

0

3,060,737

0

0

0

0

0

19,252,975

0

4,878,261

2,121,240

0

0

3,424,412

0

87,072

0

0

0

17,833,920

0

106,128

2,121,240

932,000

0

363,675

0

87,072

0

0

0

1,419,055

0

△

　

△

△
　
　
　
△

255,167,950 2,397,250

99,813,782

77,815,931

382,666

0

0

0

0

929,101

0

0

0

58,470,073

77,901,770

368,568

0

0

0

10,000

926,335

0

0

0

41,343,709

85,839

14,098

0

0

0

10,000

2,766

0

0

0

△

△

固定負債 257,565,200

現金預金

事業未収金

未収金

未収補助金

未収収益

立替金

前払金

前払費用

仮払金

その他の流動資産

徴収不能引当金

△    33,268,769固定資産 1,242,693,728 1,275,962,497

871,788,408 905,026,459 △    33,238,051基本財産

地

物

土

建

210,893,428

660,894,980

210,893,428

694,133,031 △

0

33,238,051

設備資金借入金

リース債務

退職給付引当金

その他の固定負債

229,068,000

0

28,497,200

0

230,000,000

0

25,167,950

0

△ 932,000

0

3,329,250

0

370,936,038 30,718△ 負 債 の 部 合 計 285,583,045 283,512,855 2,070,190その他の固定資産 370,905,320

純 資 産 の 部

基本金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

施設整備等積立金

次期繰越活動増減差額

(う ち当期活動増減差額)

128,719,954

234,036,166

250,642,954

250,642,954

522,653,089

20,010,835)

128,719,954

248,121,226

240,642,954

240,642,954

512,642,254

(△    25,244,254)

0

14,085,060

10,000,000

10,000,000

10,010,835

45,255,089)

△

土地

建物

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

器具及び備品

建設仮勘定

有形 リース資産

権利

ソフ トウェア

無形 リース資産

退職給付引当資産

施設設備等積立資産

差入保証金

長期前払費用

その他の固定資産

0

469,865

37,130,264

2,983,641

6,202,060

41,353,447

0

0

299,210

2,404,344

0

28,497,200

250,642,954

145,000

777,335

0

0

635,188

39,908,597

3,480,912

5,294,021

50,863,307

0

0

0

3,243,439

0

25,167,950

240,642,954

145,000

1,554,670

0

0

165,323

2,778,333

497,271

908,039

9,509,860

0

0

299,210

839,095

0

3,329,250

10,000,000

0

777,335

0

△

△

△
　
△
　
△
　
　
　
△

純 資 産 の 都 合 計 1,136,052,163 1,130,126,388 5,925,775

1,413,639,243 7,995,965 1,421,635,208 1,413,639,243 7,995,965資 産 の 部 合 計 1,421,635,208 負債及び純資産の部合計
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別紙 1

計算書類に対する注記 (法人全体用)

1.重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 (リ ース資産を除く)

当法人は、定額法による減価償却を実施している。

② 無形固定資産 (リ ース資産を除く)

当法人は、定額法による減価償却を実施している。

(2)徴収不能引当金の計上基準

当法人は、債権の徴収不能による損失に備えるため、一般債権について徴収不能実績

率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

(3)賞与引当金の計上基準

当法人は、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のう

ち、当年度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

(4)退職給付引当金の計上基準

① 公益財団法人神奈川県福利協会の退職共済制度加入者に対する退職給付引当金

当法人は、期末在籍者に係る掛金累計額を退職給付引当資産に計上するとともに、同

額を退職給付引当金に計上している。

② 独立行政法人福祉医療機構及び独立行政法人勤労者退職金共済機構の退職共済制度

加入者に対する退職給付引当金

当法人は、毎期規約に基づき掛金として支払った金額を退職給付費用及び退職給付支

出に計上しており、支払額と費用計上額を調整するための引当金を計上していない。

(5)国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について

当法人は、「社会福祉法人会計基準」(平成 28年 3月 31日 厚生労働省令第 79号、最

終改正令和元年 5月 7日 厚生労働省令第 1号、以下「会計基準省令」という。)に基づき、

施設・設備整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には、当該資産部分に相

当する金額を国庫補助金等特別積立金として純資産の部に計上し、当該資産部分の費用

化に伴い、取崩を実施している。

(6)消費税の取扱い

当法人は、消費税等の会計処理として、税込方式によつている。

2.重要な会計方針の変更

該当する事項はない。
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別紙 1

3.法人で採用する退職給付制度

当法人は、職員 (注)の退職金の支給に備えるため、公益財団法人神奈川県福利協会が定款

第 4条に基づき運営する「神奈川県福利協会退職共済」に加入 している。また、平成 18年

3月 31日 以前から在籍する者については独立行政法人福祉医療機構が運営する社会福祉施

設職員等退職手当共済法に基づく退職手当共済制度に加入 し、平成 18年 4月 1日 以降採用

した者については独立行政法人勤労者退職金共済機構が運営する中小企業退職金共済法に

基づく退職共済制度に加入 している。

(注)就業規則第 3条に規定する 「職員」

4.法人が作成する計算書類並びに拠点区分及びサービス区分

当法人は、 (3)に記載する主として社会福祉事業を実施する拠点区分のみを運営 してい

るため、 (1)及び (2)に示す計算書類のみを作成 している。

(1)法 人単位計算書類 (会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第二号第一

様式)

(2)拠 点区分の計算書類 (会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第二号第

四様式)

(3)当 法人が運営する社会福祉事業区分における拠点区分と当該拠点区分において実

施するサービス区分の内容

ア 特別養護老人ホーム リバーサイ ド田名ホーム拠点区分

(1)本部サービス区分

(2)介護老人福祉施設 リバーサイ ド田名ホームサービス区分

(3)短期入所生活介護 リバーサイ ド田名ショー トステイサービス区分

(4)地域密着型介護老人福祉施設 清流さがみ (ユ ニット)サービス区分

(5)地域密着型介護老人福祉施設 清流さがみ (多床室)サービス区分

(6)短期入所生活介護 清流さがみサービス区分

(7)通所介護 リバーサイ ド田名ホームサービス区分

(8)訪間介護 リバーサイ ド田名ホームサー ビス区分

(9)居宅介護支援 リバーサイ ド田名ホームサービス区分 (公益事業)

(10)田 名地域包括支援センター リバーサイ ド田名ホームサービス区分 (公益事業 )

(11)介護予防支援 (地域包括)サービス区分 (公益事業 )
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5。 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位 :円 )

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 210,893,428 0 0 210,893,428

建物 694,133,031 ０
４

Ａ
Ｖ

７
１

ｎ
ｖ

ｎ
ｖ

ｎ
ｖ 34,030,051 660,894,980

△
=準に:口 l 905,026,459 792,000 34,030,051 871,788,408

6.基本金又は固定資産の売却若 しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

(1)「会計基準省令」第 22条第 6項の規定に基づく基本金の取崩額

該当する事項はない。

(2)「会計基準省令」第 22条第 4項の規定に基づく国庫補助金等の交付対象とされた固

定資産の除売却に伴 う取崩額

建物      該当する事項はない。

構築物     該当する事項はない。

機械及び装置  該当する事項はない。

車輌運搬具   該当する事項はない。

器具及び備品  該当する事項はない。

7.担保に供 している資産

(1)担保に供されている資産は以下のとお りである。

土地 (基本財産)

建物 (基本財産)

210,893,428円

660,894,980円

計 871,788,408円

(2)担保 している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金 (1年以内返済予定額を含む) 230,000,000円

計 230,000,000円
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8。 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 :円 )

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 (基本財産 ) 1,111,057,535 450,162,555 660,894,980

建物 4,332,590 3,862,725 469,865

構築物 53,901,776 16,771,512 37,130,264

機械及び装置 3,978,183 ４
‘

Ｑ
υ

Ｏ
υ

９
“

■
４
‘

ｒ
Э 2,983,641

車輛運搬具 26,335,961 20,133,901 6,202,060

器具及び備品 115,709,864 74,356,417 41,353,447

∧ ヨ上
に:口 |

1,315,315,909 566,281,652 749,034,257

9.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位 :円 )

債権額
徴収不能引当金の

当期末残高
債権の当期末残高

事業未収金 77,815,931 0 77,815,931

未収金 382,666 0 382,666

∧ ユ
ロ ロ: 78,198,597 0 78,198,597

10。 満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当する事項はない。

11.関連当事者との取引の内容

該当する事項はない。

12.重要な偶発債務

該当する事項はない。

13.重要な後発事象

該当する事項はない。
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14。 その他社会福祉法人の資金収支及び純資産の増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態を明らかにするために必要な事項

(1)前払費用の内訳

前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用

から振 り替えられたものの内訳は以下の通りである。

当年度末    前年度末

① 支払資金の範囲に含まれる前払費用   151,666円    149,000円

② 長期前払費用からの振替額       777,335円     777,335円

貸借対照表計上額 929,101円     926,335円

(2)積立金の積立

当法人は、以下の目的に使用するため理事会の承認のもと積立金を設定している。

なお、積立金に対してはそれぞれ積立資産を留保し、個別にその他の固定資産に計上

している。

① 施設整備等積立金

建物、設備及び機械器具等備品の整備 0修繕、環境の改善等に要する費用、及び

増改築に伴う土地取得に要する費用に備えるために積み立てているものであり、同

額の積立資産を留保している。

この積立金は、上記の支出に充てる際に、理事会の決議により取り崩すものであ

る。
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